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1，　はじめに
法律の錯誤は，「何人も法律を知らないとみなされない　（Nemo　legem　igno「a「e
，en，e，。。）」の＿般的姓則で示・れ・いる・o・，1）ここでは，民法降ける法漸為の錯隷の観
点から分析を試みるのである。それは，主とし（，法律の不知や誤解によつて起るのであるがその許容
の厳格性は，社会の変遷に即応して，次第に緩和されてきた。しかるVCtこの法原則が現代に澄いても依
然として．舳その正統性を持続しているかどうかを検討するのも価値のあることである・この法律の錯
誤の問題に取組む姪つ嫡接の原因は，わ細に油ての景近の教科翻ほとんど・カ・かる腿の存
在すら蔽し・いない・とと，・ランス隔けるジャ・・’…‘’ステン（J・・gues　Ghestin）の
「実定法肋げる錯誤概念（L・N・ti・n　d’er・eur　d…　1・d・・it　p・・itif）」に
よるのである。
1眠法（腱繍，1條）は，験の錯誤と法律の錯誤を区別し・擬し・いる・・2）現行民法肋
ける懸規定は（民法卿5条）．それらを全ぐ区別していない。これvaついて・「民法理削は・法律
の錯誤といわれ’CL・iるものの多ぐが事実の錯誤と混同していること・事実の錯誤の成立範囲を狭ぐしたこ
と．最後、，．あえ。報の鰍と区別する必要がない・と耀由としてい．るe5）
bが国の判例には，直接に，法律の錯誤概念を用いたものはないが・法律の錯誤が事実の錯誤と区別せ
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ずに，承認されているのは明らかである。しかし，要素の錯誤により無効原因となる場合は，まだまだ狭
　きに失するものである。それは・法律の錯誤を動機（縁由）の錯誤を理由に，また，重過失の認定の容易
さによる結果である。他方，わが国に凝ける少し古い教科書には，法律の錯誤に関して論述しているもの
がかなり存する。
　　フランス民法に澄いては，以前には，事実の錯誤との区別の他に，法律の錯誤が利益をもたらすところ
の仮設と，その損失を引起す仮設とを立てて区別していたが，現代フランス民法’（Le　Code　Civi1）
に夢いては，一般的には，事実の錯誤と法律の錯誤を区別していないか，（フランス民法第11tO条）
特に自白（1’aveu）と和解（la　transaction）に澄いては，特に法律の錯誤を許してし（ない。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ノまた・民事訴訟法（Le　Code de　Procedure　civil）も同じ取扱いである。
　さて，法律の錯誤は事実の錯誤に対立する概念で，その区別の基準は錯誤の対象が法律であるか，事実
であるかによるものである。そこで・法律というのは，単なる法規をのみ意味するのではなぐして，法規
簸いうのである’）しかし，法律は，戦る法律噂実・いし，法鰍態と娯。るもので，それは，
な爆実の鱒であ・’）したがつて，法律の鎌とV・　Sのは該欄の意味内容の繍を欠くか，勲
は，誤つた結果，錯誤に陥いることである。
　本稿に澄いて疑問とする主要な点は，まず，第一には，法律の錯誤概念を事実の錯誤と区別するのは，
概念自体の混同をきたし，さらに，その区別の実益は真にないのかである。第二には，法律の錯誤は無制
限に認められるかどうかを現代の社会的背景との交流からどうなのかということである。
　1）　Jacgues　Ghesti馬　「La　Notion　d’erreur　dans　le　drpit
positif」1965　No．55　P．55．
　2）旧民法財産編51t条，　「法律ノ錯誤力或ハ合意ノ性質，原因又ハ効力二存スルトキハ或ハ物ノ
資格又ハ人ノ分限二存シテ其資格若クハ分限ガ決意サシメタルトキハ其錯誤ハ事実ノ錯誤ノ如ク承諾ヲ
阻却シ又ハ其蝦疵ヲ成ス」。
　3）　岡松参太郎　訂正拾弐版　注釈　民法理由（総則編）190頁～191頁。
　4）　J．Ghestin，　Pr’e　cite’，No．52　P．52．さらに，法律の錯誤は，法律行為の目的の同
一性を害するとの立場から，フランスの判例を分析している。
　5）　尾高朝雄・改訂法哲学概論　197頁。同隊と事実」　1頁以下，同「実定法秩序論」1頁以
下，山田　訳　ラートブルフ著作集「法哲学綱要」　6t頁以下，青木清相「法に診ける規範性と事実性
の結合」　日本法学第18巻，第5号　662頁（92頁）参照。
　ここで述べるまでもなく，法は自然や経済現象のような「存在（Sein）」の法則ではなく，あるべき
行為の準則であり，「当為（Sollen）」の法則である。当為は何をなすべきか，何をなさざるべきかの
要求である。しかし・このように言うことは，法の事実性を否定するものではない。規範の実現によb，
法は事実となる。事実と没交渉な純粋法学の立場には賛成できない。
　6）例えば，他人の物の売買の如きである。
　7）　浜上則雄・「民法に誇ける法律の錯調　大阪大学法学部十周年記念論文集（法と政治の諸問題）579蔦
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2，　判例・学説の概観
　fOが国の判例の態度は，概して，法律の錯誤と事実の錯誤を明確に区別をして判断がなされているhけ
ではないが，法律の錯誤は，錯誤の対象に含1れていることは明瞭である。次に述べる一連の判例か
ら『∫それなが一わ’捧つる「1乏隔考え看6t例えば・　約束手形金請求の事件に閲して・取」雛所佛買吸1漆な
い者が仲賞天・客義密借レ為し1たる取引において振出した手形は，それに関する明治41年大審院
判決の錯誤の結果藤の錯誤があるものとする．醜の事例ば獄に紳。は誘取引法礪する錯
誤に該当することになる。つぎに，保証契約の一方的解約に関する事件で，解約により保証契約の失効に
も拘わらず，自己の責任が存続するものと誤信して，その責任軽減を目的になした特約が，動機に止らず
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　2）して，表示されたので，煮思表示の内容となり，要素の錯誤であるとした。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　最後に，無尽金請求事件で。
前に無尽会社の監査役であつた取締役が株主総会の免責決議をもってすれば，自己の就任前の無尽債務に
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　5）関する責任を免れ得るものと誤信したのを，重過失があるものとした。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　無尽業法第11条の不知による
ものであつた。この他に。法律の錯誤が動機に存する場合要素の錯誤は（民法第95条），いずれも，
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　4）意思表示の内容の錯誤を要件とすることを前提に，それは，全ぐ，錯誤の対象外だとする事例がある。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　5）距た，利息制限法に違反しft利息は，要素の錯誤を構成することなぐ，当然無効だとする判例もある。
しかし，どの判例でも，錯誤の対象が法律であるとの理由のみで許されないとしだものはないことは一貫
した態度である。
　以上の判例の態度を，hが国の学者は，だいたい支持し・aAるがその説ぐところ，必ずしも一致して
いるものではない。1ず，第一説は，法律の錐誤と事実の錯誤の概念を一応区別するけれども，現行民法
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　6）va　k・ける錯誤論では，それらの区別の必要がないとして，両者とも，同じ条件で考えればよいとする。
第二説は，現行民法に澄いても，な澄，それらの区別の必要性は存在し，結果的にも異なることを指摘し
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　7）て，法律の錯誤を事実の錯誤と比較して，より厳格に解しなげればならないとする説である。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　第三説は
最初から両概念の区別をあきらめ，もっぱら，法律の錯誤概念はローマ法以来の沿革の遺物に過ぎないと
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　8）して，法律の不知は許されないの法原則の意味の変化から，っぎVretが民法がドィッ民法第一草案に基づぐこ
　　　9）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　10）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　最後の第四説は，法律の錯誤とから， さらに，法は事実なりとの哲学的理由から説ぐものである。
を全ぐ述べていないものである。しかし，第一説と第三説の論拠とするところの現行民法が旧民法の法律
の錯誤を排除しkことに対し，大きな理由をもたせるのは形式的解決に過ぎない。けだし，法律の錯誤と
事実の錯誤を明文上区別されないから，実益がないとは言えない。条文上明らかでないからこそ，実質的
な分析が必要とされる。さらに，両者の効果の面で，条文上区別されていないからとの理由も，形式的解
決であるとの非難は免れない。この意味で第二説の態度が正当であると解する。
　フランスに澄ける判例，学説も，結果的には．hが国と同じ傾向である。フランスの学説には，法律の
錯誤をフランス民法第1110条の事実の錯誤の中へ含1せるか，第1131条の法律行為の原因，目的
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　11）によつて無効原因とするかに関して説が分かれている。
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注　t次正10年（オ）第354号同10年9月20日eg－一民事部判決大審院民事判決録（民録）
　第27輯　1585頁大審院民事判決抄録（民抄録）95巻　25616頁判例体系頁387
　　2）　昭和12年（オ）第1551号同12年12月20日tg－一民事部判決大審院判決全集第
　　5輯第3号（民事之部）14頁。
　　3）　昭和12年（オ）第1686号同15年2月21日第一民事部判決大審院判例集（民事）
　第17巻　232頁。
　　4）　和解と縁由の錯誤に関する件　明治44年（ワ）第620号　法律新聞第815号　22頁
　5段目
　供託に関する件　大正15年（ソ）655号　同年9月25日　東京地裁民15決定　評論　t5巻
　諸法492頁判例体系頁500。
　　5）　保証置務の履行請求の件明治45年（オ）第241号大正元年11月28日第r民事部
　判決　民録18輯　1010頁　民抄録45巻　10483頁。
　　6）　富井政章・　訂正増補民法原理第一巻総論．　446～447頁，．　鳩山秀夫9注釈民法全書
　第二巻法律行為乃至時効　・　148頁．150頁，同。日本民法総論4・’565頁。
　　7）　浜上・前掲論文，柚木馨・’判例民法総論下巻　・176頁．「法律行為の性質に関する錯誤」と
　されることと同じか。
　　8）　梅謙次郎゜　訂正増補第21版民法要義巻之一総則編。198頁1「各人其法律ヲ知ラサル
　ヘカラストハ，法律ヲ知ラサルヲロ実トシテ其運解ヲ免ルルコトヲ得スト云ウニ過キスシテ到底真二各
　人力法律ヲ知ルコトヲ期スヘカラサルハ言フヲ待タサル所ナリ」と。
　　9）　岡松，前掲書，’190頁㌧191頁。
　10）　穂積重遠。’民法総則上巻「・　505頁～504頁。
　　「法律もそれ自身事実に外ならぬのであつて一一一」と，さらに「法律は第二次の社会生活規範なの
　である」頁3．と述べる。同。改訂民法総論・　332頁。
　11）　J，Ghestin　Pr’e　cit’e　No54頁54，　大淵由子「錯誤論序説1」（大阪府立大学
　経済研究第59号（昭和40年12月刊）　’60頁。
5．法律の錯誤の意義
特に強行法規との関係
　このように，判例・学説は，法律の錯誤と事実の錯誤との区別の必婁性を認めない傾向にあるがその
背景を見極めなければ，その傾向が，正しいものであるかどうかを述べることはできない。匪だ．それを
なさずしては，法律と社会生活が遊離して，法律の機能が麻痺してし1うであろう。nず，その傾向が．
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　1）正しいかどうかの分析から始める。実際，’ローマ法下で，法律の錯誤が許されないという法原則は，　ど
ういう意味内容と背景に支えられていたのかの疑問が生じる。元来　この法原則は．法律の誤つた解釈や
不知を絶対に認めないことを意味していたのであり．それは，ローマ法に訟いては，法を絶対的なものと
して見ていた結果であつて，法に違反することは，全ぐ許されず，さらに，ローマ法下での，ロー一一マ市民
は，全ての法律を知るべきことを要求せられ，交π，知つているものと擬制をさえなされ‘CL・）たからであ
る。この思想的背景は，社会機構が簡単であり，社会生活が簡素であればこそ実現できたのである。しか
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し，社会のあらゆる面に齢ける複雑化に応じて，その思想は，社会生活に澄ける事実とかけ離れた様相を
呈して来る。したがつて，現代では，過激左ほどの社会の複雑化に即応して，行政的取締法規や，特別法
等の増加に鑑みるとき，ローマ法に輸ける思想をその11現代に適用するのは時代はずれの感がある。し
かし．n一マ法のその法原則は，別の意味で，なむ現代に澄いても，私法に澄ける法原則として適応でき
るのである。すなわら，現代では，法律の錯誤が許されないというのは，裁判官の法の適用を拒否できな
いという意味であり，当事者が訴訟手続に澄いて，法律の錯誤の存在を主張することAで禁じているもの
　　　　2）ではない。　けだし，民法法規は，直接には，裁判のために，裁靴官に与えられた，裁判官の判断の基準
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　3）であるのであって，それによつて，間接的に私人の行為が保障されるに過ぎないからである。　このよう
な意味に語い’て，当該法原則は，現在その有効性を保つていることになる。
　それでは。つぎに，この法原則に関連するところの強行法規にっいての錯誤に関する疑問に移る。この
点に関しての有力説は，強行規定は，自治的に当事者の法規範の定立を排除して，強制的に裁判宮の法の
適用がなされることを理由に，強行規定の錯誤を承認しないばかりか，さらに，強行規定は，法律行為の
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　4）内容に入ることができないから，錯誤を顯慮する余地がないと述べている。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　前述の法原則との関係は，
強行規定に違反した場台は，訴訟手続に齢いても，絶対にその強行規定の錯誤を主張できないことに存す
る。これにより，当該法原則の現代的意味が制約されていることになる。しかし，この説には，にわかに
は賛成できない。それは，第一には，確かに，強行法規は，裁判官の法の適用を排除できないものである
がそれと強行法規に関する錯誤の存在とは全ぐ異なる。けだし，裁判官は当事者の主張する強行法規違
反につい’ての法律行為の規定の要件を（民法第91条），充たせぱ，その法規を当然適用しなければなら
ない拘束を受けるが，他方，表意者が強行法規自体につい・ての錯誤により，要素の錯誤（民法第95条）
を主張して，その要件を充kす場台もある。民事訴訟法では，裁判官の判断の対象は，当事考が主張して
初めて，訴訟手続に現われるから，当事者の伊宜のため，両考を競合的な関係にあるとすべきである。そ
れにより，一方では，強行法規遼反があれば強行法規違反行為として無効になり，他方では，強行法規の
錯誤により無効原因となる。強行法規に反する行為でも，法的価値を有する場台があり，一概に，保護に
値いしないとは言えないから，強行洪規は浩律行為に入る余地がないとするのは正しぐないと解する。交
た，法律行為は．当事者間の行為の淳的倶護の手続概念であるから，外面から法律行為の成立要件を充せ
　　　　　　　　　　　　　　　　5）ぱ完全に成立していると言っていい。　　　　　　　　　　　　　　　　　　第二には，強行的に適用されることに関し’てであるが，法が裁判
官により，強行的に適甲されるのは，何も強行法規ばかりではないし，任貴法規に語いても同様である。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　6）げだし，任帝法規は当事者の意思に拘fOらず，煮思表示の補充・解釈にっいて，　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　裁判官が強行的に適用
　　　　　　　　　7）するのだからである。　法による強制は，法の本質に根ざし，法を社会統制の手段とすることの必然的結
果である。第三には。強行法規のみを裁判規範であると同時に，行為規範であるとしない限り，強行規定
のかかる定義はでてこ左いのではないかという疑問である。民法は，個人の意思の自由を大原則に，私人
間の出来事は，私人に任せるところの個人の自治を基礎としlrL・liる。1た，国家権力による干渉は，最少
限に！Lどめようとする趣旨である。その干渉方法は，法規によって，事前に客観的標準を定立し，訴訟手
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続の形式で行うものである。したがつて，．民法は，私人の日常の行動の直接的な準則でないのであり．ま
た，私人聞に紛争がない場合に琵で，積極的に関与しようとするものではない。争いある場合に初めて，
訴訟でもって，民法法規の実際的作用が現実化されるのである。この意味で，民法は行為規範でないと言
える。ただ，裁判官の法適用を通して，法に順応しft行為は，訴訟の場でも，保障されるという意味では，
間接的にではあるが，規範性を保有していると考える。この点は任意規定も同様である。な語．民法の行
為規範的効力に関しては，近来，法を一種の社会規範と見る立場から，その基礎づけが有力に行なhれて
いる’）第四には，当該説明の根拠であると。ろの強行法規販する行為を法漸為ではないとの舗ば
その行為が，法律行為として不成立であることを意味しなければならない。しかるに，民法91条は一般
的に成立無効である。元来，民法91条は，法律行為とし・て成立しているが．効力の点で．法的保護に値
いしないから無効とするに過ぎないのである。前述の如ぐ，外面的に法律行為と見られるものがあれば，
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　9）その成立を認めるべきである。したがつて，この点でも賛成できない。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　以上の点から，強行法規に関す
る錯誤についても，なんら任意法規のそれと区別することなぐ，主張できることがわかる。
　さらに，強行性を有する利息制限法に違反しπ契約の効力に関する事例で，判例は，要素の錯誤を顧慮
する必要はなぐ．特別法たる利急制限法により効力を定めるべきものとしている乎）両者の競合的関係を否
定し，常に利息制限法を適用する態度である。しかし，利息超過額が非常に高い場台等を考えるとき，そ
れら両者を競台的に立たせるべきである。
　最後に，法律の錯誤の承認は，法秩序の全体的維持が保てないのではないかの懸念である。この考えの
根底には，民法を裁判規範と行為規範の両効力を備え・ているとの点と，法律の錯誤を認めることは，法律
を無視する結果になるのではないかの点に存する。前者については，前述しだ。後考については，浩律の
錯誤は，一般の錯誤論と同じぐ．法律を無意識的に知らないか，凝だは誤つた解釈によって・誤つft結果を
招来しftことによるので．はじめから，故意にそれらをなすのとは異なるのである。したがつて，その非
難は当らない。法律行為のときの無意識的行為を保護するのが錯誤制度であり，争いある場台に澄ける訴
訟手続での主張である。
注　1）　ここt，法律の錯誤は，法律の不知と法律の誤解を含むと解してよい。「ローマ法学者にも。
　事実についてであるが．事実の錯誤と事実の不知を区別するものがある」と指摘される，
　J，Ghestin，Pre’cite’，　No。15　R13。
　　「ドマ（Domat）も．法律の不知と法律の錯誤を区別している」と述べて澄5れる，
　J，Ghestin，Priecite’，　No。16，P．15Q
　　2）　これに関しては，「M，Boulangerは法の不知を許さないの法格言は，あらゆる利害関係
　人において．すべての法規範を知つていることの推定をほのめかしてはいない。その意味は単純で不知
　を口実に法規を無視する主張はだれもできない」と述べる（J，Ghestin，Pr’etcit’e’，No．55，
　P．55）。
　　5）　舟橋諄一・民法総則・5頁，　尾高朝雄・「実定法秩序論」25頁～26頁，「裁判規範・行
　為規範（強制規範）・組織規範に分ける説ある，（尾高・前掲書　62頁以下）。
　　4）　浜上・前掲論文　595頁，さらに洪律行為は，授権規範にしftがつて，法規範の自治的定立
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　＿858一
行為であるとする。385頁，599頁。
　5）　洪律行為の一般的成立要件は，当事者目的及び意思表示であるとされる（小出廉二・民法総則
i55頁）。
　6）　法規を強行規定・任意規定（補充規定），解釈規定に三分類する説がある（浜上・前掲論文・
80頁）。しかし，任音規定をさらに捕充解釈規定に分ける証拠がないとされる。
富井・前掲書・45頁
　7）　尾高・実定法秩序論・97頁　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　゜
　8）　この方面から。例えば，第一次には，裁判規範，第二次には，行為規節とする説がある。
川島武宣・民法総則・42頁，同，「市民社会シτむける法と倫理」　法社会学κ誇ける法の存在構造・
所収，101頁～102頁』
　9）　しかし，錯誤（民9il第95条）自体に訟いても，法律行為の不成立を説ぐ者もある。
10）　この点にっいては，一部無効説と全部無効説の対立はあるが。
4，判例・学説の批判とその具体的方向
（1）　法律の錯誤と動機の錯誤
　法律の錯誤は意思表示の動機の段階に澄いても起り得る。しかし，それが，fOが国の民法（（　k・ける錯誤
の対象として法的保護に値するかどうかは別個の問題である。わが国の判例・多数説ば動機の錯誤臨齢ても，
法律の錯誤と事実の錯誤を区別せずに論じている。法律の錯誤が単に動機に正ど警郡艮り，要素の錯誤（民法
第95条）にはならないが．その動機が表示されて，章思癌示の内容になれば，錯誤による無効が可能と
　　　　　1、　　　　　　　この基礎には，民法第95条は意思袈示の内容に関する錯誤のみを対象として，動機の錯なるとする。
誤は含Aないとするのにある。これは，法律の錯誤のみに関するばかりか，嘉実の錯誤でも同じである。
これに対し，近時の有力説は，煮思糞示の内容にとらfOれることなぐ，実証的，繧薄歴史的観点がら分併
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　2）して，しかる後に，動機の錯誤も，錯誤の対象に含Aせるべきとするのである。
　さて，判例・多数説の論じるところの動機を相手方へ表示することにより，音悪表示の内容となるとす
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　5）るのは，あeりにも，形式論理に澄げる擬制であるとの非難は免がれないであろう。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　伝統的な意思表示
　　4）　　　　にとらわれることなぐ，素直に，動機も貴思窮示に影響することを認めて，それが，経済的にも，理論
社会的にも，法的保護に値するということを基盤に，錯誤の対象に入つでぐると説明するt，9うが妥当であ
る。その意恵表示め心理的側面にとらわれるべきではないが，そうかといつて，擬制の手段を用いなければ解
決ができないものではない。しからば動概τおける浩律の錯誤も，その動機と煮思表示との間に客観的
に相当な因果関係が認められる限り，意思表示の内容に澄ける法律の錯誤と区別する必要はなくなる。
　（2）法律の錯誤と重遇失の要件
　つぎに，錯誤（民法第95条）の要件である重過失と法律の錯誤との関係について述べる。元来，錯誤
論における重過失の要件は，錯誤による無制限な主張を阻止して，相手方との衡平を図るための措置とし
て錯誤論に登場してきた。さらK，ローマ法以来のtt法の不知は許ざれない”という法原則の実行のだめ
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に伽’法律の錯翻念・結びつ肌辮の錯誤ある励に臆過失あるもの・擬制・た51，
hが国の学者にも，法律の錯誤ある場合は重過失になる場合が事実の錯誤の場台に比較して多いと述べる
ものもある。6）しかL，その意味は理解できない。というのは，第一に，法律の錯誤の場合に，どうして
重過失と認定される場合が多ぐなり，それが容易となるのかという疑問である。第二に，法律の錯誤が存
在する場合の重過失の程慶の基準はどこにあるのか．事実の錯誤と対比して．なんらかの差異があるのか
という疑問である。前述の如ぐ，判例にも，法律の錯誤が重過失になつた場台があつた。さて，ここで，
重過失というのは，判例は備当の注意を為さず，容易に錯誤を避けうるのに漫然看過して錯誤に陥るこ
と」7）としている。すなfOh当事者の職業，性格環境等によつて，ほんの少しの注意をなせぱ避け
得たであろうほどの過失である。その標準は，表意者の主観的基準のみでま差く，客観的に要求される程度を
いうのである。結局は，社会通念に待つことになる。社会通念とは，誠に抽象的標準であるが，刻々と変
化しうるものであるから仕方がない。そして，現代に澄いて，法律を知つていることが要求せられる程度
も，社会生活の変化に応じて，緩和されて，かえって，通常人に全ての法律を知ることを要求するのは無
理となつてきft。これすなわら，社会通念の変遷である。したがつて，現代に澄いては．社会涌念として，
法律の錯誤が許される基礎が実際的に発生しているのである。しかるに，重過失により要求される・いわ
ゆる相当の注意は，Rす1す軽ぐなつてぐる。この意味で，法律の錯誤の場合だけに，重過失になり易い
とは言えない。
注　1）　昭和t2年（オ）1551号前掲判例判決全集第5輯第3号（民事之部）21頁5段目
　我妻　栄・「民法総則．・246頁，宋川博。「全訂民法（上）」。P92頁，松坂佐一・「民法提要（総
　則）1・r’t74頁，小出廉二・一民法教室（総則論）　・194頁，石本雅男・1”ee法総則」Crこ，
　P25「還元できれば意思表示の囚容になるとす剤25愚頁i今泉孝太郎・改訂新民法総則’・285頁
　柚木　馨」判例民法総論1「意思表赤の内容の鎖誤頓準福面錐誤で堂とする149頁ずる
　　要素の錯誤ないし，ドイツでいわゆる「本質的錯誤」概念の導入によつて，動機の錯誤の問題を排除
　されるように見えるが，実際上必ずしも，さにあらず，錯誤が動機に止どAる場合でも，経済的利益
　が存する場合があるので，本質的には，動USの錯誤は解決されていないことになる。
　2）　舟橋諄一・1一民法総則，Q）7頁∫同・庸意思表示の錯誤」九大法10周年論文所収595頁以下
川島武宣民法総則・　291頁，同「意思欠歓と動機錯誤」・民法解釈学の諸問題題収槌8頁以下参照「層
　5）　同説　舟橋諄一「民法総則♪P107頁褐108頁，同「錯誤」法学セミナー　No　26
「1 P7頁晶18頁
　4）　Savigny澄よびWindsheidの意思表示理論をいら。
　5）　村上諄一「ドイツ普通法学の錯誤論」　法学協会雑誌76巻3号291fi・w　292頁「早期普通法澄
よび諸ラント法典に澄いて立法化されていた。」と。
　6）　鳩山秀夫・注釈民法全書第二巻法律行為乃至時効」・P148頁弗149頁，同・’日本民法総論！
565頁。
7）　昭和t2年（オ）1686号前掲判例民集17巻　245頁。
8）　遊佐・民法概論（註三）・555頁～556頁。
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5，　むすび
　わが国に誇い・ても．”法律の不知は許されない”のローマ法以来の法原則は，それが現代的意義に変化
しているとはいえ，今日，依然として，その効力を保持していると断言していいだろう。従来のローマ法
下での意味での法原則は，歴史的遺物になつ’てし1つた感がする。法の有効性は，その実現される社会を
基盤に生育するものであるからして　社会の変遷に応じて，その法原則にも変化をきたすのは当然のなり
ゆきである。凌た，その法原則の反面であるところの法律の錯誤の承認については，事実の錯誤と全ぐ区
別しないとする判例・学説も，それの背景を分析することなぐして，立論していだのではないかとさえ思
えるのである。実際の取扱例に澄いても，法律の錯誤は，動機の錯誤K止るからと擬制して，したがつて，
意思表示の内容の錯誤にならないと，鷹た，法律の錯誤は，重過失の場含が単に多いからとし・T，明らか
に事実の錯誤に比較し’て差別があつたことを証明している。しかれども，現代に澄いてこそ，それらの差
を除去す・Sきときであろう。すなわら，そうあるべき社会的基盤が備わつたと言えるのである。
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